




S60（85） H8（96）土地利用

S57
（82）

H7
（95）

H11
（99）

水害実績

尤度比：0.52
建設コスト：2.539
(用途変更による魅力増がある)
除去コスト：-0.455
（従前建物の除去費用がかかる）

対象用途対象用途 推定値推定値 Ｔ値Ｔ値

山林山林 --0.693 (0.500.693 (0.50倍倍)) --10.3710.37
農地農地 --0.420 (0.660.420 (0.66倍倍)) --7.817.81
住宅住宅 --0.395 (0.670.395 (0.67倍倍)) --8.728.72
商業商業 --0.455 (0.630.455 (0.63倍倍)) --3.743.74
工業工業 --0.616 (0.540.616 (0.54倍倍)) --5.375.37

利用決定時の影響力が大：土盛対策の困難さ

水害経験回数のパラメータ

水害経験回数（０～2回）を考慮 S60（85） H8（96）土地利用

S57
（82）

H7
（95）

H11
（99）

水害実績

尤度比：0.52
新規建設：2.566(用途変更の魅力増)
除去利用：-0.567(従前建物除去費用)

対象用途対象用途 推定値推定値 Ｔ値Ｔ値

山林山林 --0.9450.945 --15.2415.24
農地農地 --0.7690.769 --13.6413.64
住宅住宅 --0.8370.837 --14.7314.73
商業商業 --0.7650.765 --12.8912.89
工業工業 --0.7630.763 --13.1213.12

t値が大きくなり,的中率も上昇
→浸水の回数よりも程度が影響力を持つ

浸水深のパラメータ

S57の浸水深を考慮
項目 用途 説明変数 推定値 t値

水害リスク 山林 S57浸水深 -0.945 -15.24 **
利便性 駅までの距離 1.279 118.08 **

主要道路までの距離 0.001 5.73 **
周辺環境 100m内の工業数 -0.012 -13.35 **

100m内の住宅数 -0.006 -9.02 **
100m内の商業数 -0.050 -11.78 **

水害リスク 農地 S57浸水深 -0.769 -13.64 **
利便性 駅までの距離 1.578 230.22 **

周辺環境 100m内の工業数 -0.022 -26.08 **
100m内の住宅数 -0.011 -23.13 **
100m内の商業数 -0.008 -5.90 **

利用規制 市街化区域 -0.601 -13.13 **
水害リスク 住宅 S57浸水深 -0.837 -14.73 **

利便性 大阪までの時間距離 0.022 5.87 **
主要道路までの距離 -0.002 -11.14 **
病院までの距離 -0.393 -7.94 **
文化施設までの距離 -3.108 -35.05 **
警察までの距離 -0.153 -3.66 **
中学校までの距離 -0.378 -11.60 **
小学校までの距離 0.606 13.92 **

周辺環境 100m内の工業数 -0.015 -11.70 **
100m内の住宅数 0.016 30.23 **
100m内の商業数 -0.007 -3.92 **
100内の公園・緑地数 0.008 4.36 **

利用規制 市街化区域 -0.725 -10.91 **
用途規制（住宅） 0.002 0.04
用途規制（商業） 1.004 3.82 **
用途規制（工業） -0.133 -0.99
定数項 37.104 39.21 **

水害リスク 商業 S57浸水深 -0.765 -12.89 **
利便性 大阪までの時間距離 0.005 0.72

主要道路までの距離 0.000 0.67
周辺環境 100m内の工業数 -0.002 -1.67

100m内の住宅数 0.004 3.83 **
100m内の商業数 0.039 19.08 **

利用規制 市街化区域 -0.299 -2.22 *
用途規制（商業） 0.581 1.35
定数項 5.436 12.48 **

水害リスク 工業 S57浸水深 -0.763 -13.12 **
利便性 大阪までの時間距離 0.008 1.29

主要道路までの距離 -0.001 -2.83 **
周辺環境 100m内の工業数 0.013 20.78 **

100m内の住宅数 0.000 -0.11
100m内の商業数 0.009 3.46 **

利用規制 市街化区域 -0.643 -5.79 **
用途規制（工業） 1.123 6.39 **
定数項 6.486 18.26 **

地価関数 分散 0.893 78.44 **
大和川右岸（北側） 2.514 32.17 **
大和川左岸（南側） 2.700 58.78 **

コスト 建設コスト 2.566 32.75 **
除去コスト -0.567 -3.79 **

尤度比 0.52
サンプル数 13771

* 5%有意　** 1%有意

土地利用の目的年次の違い
S60（85） H8（96）土地

利用

S57
（82）

H7
（95）

H11
（99）

水害
実績

S60（85） H8（96）土地
利用

S57
（82）

H7
（95）

H11
（99）

水害
実績

対象用途対象用途 推定値推定値 Ｔ値Ｔ値

山林山林 --0.3220.322 --8.148.14
農地農地 --0.0500.050 --2.672.67
住宅住宅 --0.1240.124 --5.485.48
商業商業 --0.0190.019 --2.132.13
工業工業 --0.0690.069 --3.203.20

S57(82)浸水深のパラメー
タ 対象用途対象用途 推定値推定値 Ｔ値Ｔ値

山林山林 --0.9450.945 --15.2415.24
農地農地 --0.7690.769 --13.6413.64
住宅住宅 --0.8370.837 --14.7314.73
商業商業 --0.7650.765 --12.8912.89
工業工業 --0.7630.763 --13.1213.12

S57(82)浸水深のパラメータ

S54(79) S54(79)

水害の影響は直後(3年後)より以後(14年後まで)のほうが大きい

結論

水害経験回数よりも浸水深の方が，地価，土地
利用に与える影響が大きい

内水氾濫が多い地域では，水害の頻度よりも，水害
の程度の影響が大きい

床上浸水か床下浸水かによる被害金額の違い

新築効果を発揮するための土盛り対策コスト

水害の影響が地価，土地利用に顕在化するには
時間がかかる

公示地価は実勢地価よりも水害への反応が遅い？

今後の研究方向について

さらなるデータ利用可能性は増大
レーザー測量５mメッシュ標高データを用いた微地形の考
慮(全国でH16以降調査されてきている)
新しい（H1６）土地利用データの公開(近畿圏)

住民にアンケートを実施し、住民が感じている水害
危険度を把握する？

モデル作成のために好適な場所？

土地利用変化の余地がまだある

土地利用変化(都市化)の圧力がある

それなりの頻度の水害実績がある
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シミュレーションモデルにおいて、
「難しい」ことは，やはり難しい

特定の場所の遠い将来の状況を知るのは

因果連鎖の中に正のフィードバックが存在

複数均衡が存在する

完全情報下での選択が仮定できない世界

選択肢が限られている世界

少数の立地点の周りにシャドウゾーンが出現

主体の数や行動タイプの変化の内生化は困難

計算はできるかもしれない

しかし，現時点の観測から妥当性が判断できない
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都市計画の中で必要なツールは？

特定の課題を詳細に検討できる部分モデル

例：災害リスク管理，インフラ･アセット管理

都市構造を戦略的に検討するための

「都市構造CAD」のようなツール

都市構造イメージに対して，各種の市場バランスを裏側
でチェックし，アラームを出す機能

最適施設配置問題を解き，必要な施設の配置を提案す
る機能

部分的な立地予測を内部機能として備える？
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土地利用モデルの土地利用モデルの
発展経緯と使い道発展経緯と使い道

東北大学東北アジア研究センター

大学院工学研究科 奥村 誠
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土地利用モデル開発の経緯

60年代 総合交通計画(4段階推定)の時代

交通計画では活動分布を所与
70年代後半～ 土地利用との相互作用のモデル化

「効率的都市開発のための交通整備」
８０年代中盤 土地利用交通モデルの頓挫

(データがない，精度が悪い，

ゾーン単位では政策分析ができない）
90年代後半 GIS，RSデータ、詳細地理情報，PC

土地利用変更を促すTDMの必要性

環境制約の顕在化
2000年 土地利用モデルのリバイバル？
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土地利用のモデル化方法

年次

①ゾーンごとに時系列外挿
立地量

②ゾーンごとの回帰分析

要因の影響を考慮

Yi＝aXi+bZi+cWi+・・・

交通条件，
土地利用規制など

過去の傾向を説明するだけで、新しい政策が採られた時の予測には無力

(マクロ・集計モデル)

非集計モデル（ロジットモデル）を
使いたい！

③行動原理に基づくモデル

But 通常の選択モデルはうまく適用できない
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ランダム付け値モデル

ある画地について、立地主体が評価値を
「付け値」として表明する

土地所有者は最大付け値の表明者に売る
付け値のランダム項がガンベル分布

→ロジット型モデル

30万円
28万円 32万円 30万円

土地売出中
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非集計選択行動モデル
(ex.Logit Model)の適用

交通機関選択

鉄道 バス 自動車

居住地(不動産)
選択

超多数の選択肢
選択者は全ての
情報を知らない
IIAが成立しない

ロジットモデルが
当てはまらない

選択者は，少数の
選択肢を吟味して
合理的に選択

ロジットモデルが
当てはまる

住宅工場商店農地

各画地の
買手(借手)選択

土地所有者が
買い手を選択

ランダム付け値
モデル
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土地利用･交通の均衡速度の違い

交通需要

土地･床供給

交通サービス供給
基
盤
施
設
の
提
供

交通均衡

基
盤
施
設
の
提
供

期待収益

所要時間
混雑

立地需要

立地均衡

地価･地代

期待収益

利便性
Accessibility

活動分布
Activities

交通需要
▽

立地需要
▽

交通供給
▽

土地床供給

どこまでが
動くと考えて、

モデル化
するのか？ 26

（はやり：その１）均衡モデル

均衡モデルの利点

経済理論（一般均衡理論）と整合的

便益評価において二重計測などの問題がない
• これらは、発展局面の途上国などでは有効

均衡モデルの限界

土地利用･交通の調整速度の差異

どこまでが「均衡している」とみなすかが恣意的

調整が遅いミスマッチの問題を扱えない
• 特に衰退局面では、ミスマッチが起こりやすい

情報不完全性や意思決定主体の不完全合理性
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GISの発展と長期予測の可能性

モデルを作成するためのデータの準備
集計単位やトポロジーの異なるデータの準備

利便性や快適性への周囲の土地利用の影響

→バッファリング、ネットワーク解析

モデルによる長期予測の（準動学的）プロセス
モデルで出力される実現確率より

(確率的･確定的に） t+1時点の土地利用を推定

周囲の土地利用を表現する変数を更新

t+2時点の土地利用の推定、周辺状況の更新

→必要な年次まで繰り返す
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観測した変化の数値的法則を最大限利用
CA（セルラー・オートマタ）シミュレーション

土地空間を小区画（Cell）の集合体とみなす

各Cellは有限個の土地利用のうち一つの状態を取る

状態の変化は、そのCellと周囲のCellの現在の状態の
影響を受けて確率的に起こる

乱数を発生させ、各Cellの状態の変化を調べる

CAモデルの利点

異なる土地利用が別の地点に集まる現象を表現

CAモデルの欠点

計算ごとに異なる結果になり、再現性判断が困難

ミクロ基礎がないため、評価に使えない
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（はやり：その２） 行動モデル＋CA＝
マルチエージェント･モデル＝

マイクロ・シミュレーション･モデル

計算機上に仮想的な家計や企業を多数作る
それらに、各々の基準で意思決定をさせる

行動結果を集計し価格・サービス水準を更新

マイクロシミュレーションの利点
家計のタイプごとにサービス水準が評価できる

選択肢への情報が不完全なケースも考慮できる

家計タイプごとに集住するような構造が出現

マイクロシミュレーションの欠点
結果が現実に合っているのか？の判断が難しい

新しい主体の独立や登場のモデル化が恣意的

タイプを細分→基本状態データ、計算の負荷が増大


